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日本 における近代通貨 システムへの移行を巡 って
一 決済における取引費用の観点から・

鎮 目 雅 人

本稿では,近 世から近代移行期の日本における通貨システムの変容を考察するた

めのひとつの分析視角として,商 品流通における決済サービスの提供に着目し,今

後の研究の方向性を探る。江戸時代までの日本の通貨システムは,金 貨,銀 貨,銭

貨,藩 札など複数の貨幣が相互に補完的な役割を担いながら重層的に流通する構造

となっていたが,19世 紀後半に,国 民国家の枠内における貨幣単位 ・貨幣価値の単

一性を特徴とする近代通貨システムへの移行が行なわれた。近代通貨システムへの

移行時には,国 内の経済活動における取引費用の削減,海 外貿易決済における国際

銀行への依存からの脱却といった,決 済にかかる取引費用の問題が強 く意識されて

いた。

キーワー ド 近代 日本の通貨 システム,商 品流通,決 済,取 引費用

1は じ め に

幕末か ら明治にかけて日本で行なわれた近代通貨 システムへの移行は,単 なる貨幣単位の

呼称変更や部分的な改革にとどま らない,制 度 の根本的な枠組みにかかわる大きな変革であ

った。 この間の経緯については,『 明治財政史』,『日本銀行百年史』 といった通貨当局の手

による正史の類のほか,数 多 くの先行研究が存在す る。これまでの研究の成果を総括すれば,

「江戸時代以前の日本の通貨 システムは,複 数の貨幣が相互 に補完的な役割を担いなが ら重

層的に流通する構造 となっていたが,幕 末開港から金本位制移行(1897年)に かけての19世

紀後半の日本では,国 民国家の枠内における貨幣単位 ・貨幣価値の単一性を特徴 とする近代
1)

通貨 システムへの移行が行なわれた」 ということになろう。

19世紀後半 という時期は,日 本における近代通貨 システムへの移行にとって,ど のような

意味を持 っていたのであろうか。 この時期の日本で,通 貨 システム変革の原動力 となったの

は,何 だ ったのであろうか。近代通貨 システムへの移行により,ど のような変化が もたらさ

れたのであろうか。通貨の歴史は,政 治 ・経済 ・社会の各側面 に関わる多角的な分析視角を

必要とするものであり,日 本における近代通貨 システムへの移行の背景についても,こ れま

で多 くの研究が存在するにもかかわらず,上 記の疑問に対する明確な回答は未だ得 られてい
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2)な
いように思われる。本稿では,商 品流通における決済サービスの提供に着 目し,近 世から

近代移行期にかけての日本における通貨 システム変革の背景について,ひ とつの分析視角を

提供するとともに,今 後の研究の方向性を探 ることとしたい。

ここで,議 論の前提となる,近 世まで(前 近代)と 近代の通貨システムの違いについて,

簡単に触れておきたい。本稿では,江 戸時代以前の日本の通貨 システムを 「前近代通貨 シス
3)
テム」,明 治時代の 日本で成立 した通貨 システムを 「近代通貨システム」 と呼ぶこととする。

近代通貨システムにおいては,あ る通貨が流通する領域は,国 境 とい う境界線 によって相

互に区切られている 「閉鎖的」空間である。円が通貨として流通する領域は専 ら日本国内で

あり,隣 接するウォンが流通する領域(韓 国国内)と は国境によって区切 られている。また,

ある領域内で流通する通貨は 「一元的」な体系によって統一されている。 日本国内で流通す

る通貨は少額貨幣を含めて円 という通貨単位体系で統一されており,ま た,流 通 している1

万円札はすべて同一の価値を有するものとして経済取引に使用されている。さらに,通 貨を

使用する当事者にとって,事 実上,取 引に使用す る通貨の選択の自由がな く,経 済取引に使

用する通貨が 「強制的」に決められている。われわれが日本国内において通常の経済取引を

円貨以外で行な うことは困難である。

これに対 して,前 近代通貨システムは,ひ とつの通貨が国や領地などの境を越えて流通 し

ていたので,あ る通貨が流通する地理的領域は 「開放的」であったということができる。ま

た,ひ とつの国や地域の中に複数の通貨単位体系が並存 していたので,地 域内での通貨の流

通形態は 「重層的」であったということができる。さらに,(庶 民はともかく)活 発に経済

活動を営む商人などは,ど の通貨を使用するかを取引の種類に応 じて自ら選んでいたので,

個 々の経済主体にとって取引に使用する通貨の選択は 「自発的」な面があったということが
4)

できる。

日本における近代通貨 システムへの移行の背景 とその意義については,貨 幣史ならびに金

融史の分野で膨大な研究蓄積がある。石井(1999,2001)は,こ れまでの研究史のサーベ
5)
イを行ない,1950年 代における 「制度史的接近か ら機能的接近へ」向けた動 きに続 いて,

1960年 代後半から70年代中葉にかけて成果が発表 された 「産業金融史的接近」,1970年 代後

半以降の 「金融市場 ・決済制度的接近」,こ れ らと並行するかたちで通貨価値の安定 とい う

観点か ら日本銀行の活動に焦点を当てた 「金融政策史的接近」といったアプローチが存在 し

たとの整理を行なっている。 このなかで石井は,1970年 代までの研究が,急 成長を志向する

産業内部での資本蓄積の限界や資本市場の未成熟といった日本の後進性を前提とし,こ れを

突破するものとして間接鍬 体制の役割を検討 してきたの1、対 し,観(1ggBを は じめ と

す る比較的近年の研究が,日 本の先進性を重視する立場 に立ち,民 間の金融市場が早 くか ら
7)

展開 したことを強調 しているとしている。 この点 について石井(2001)は,「 先進性 ・後進
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性 といった金融システムの比較の基準そのものも今後 さらに問題 とされなければな らない」

としたうえで,今 後の研究の方向性 として,「 比較 ・関係史的接近」 の必要性を説いてい
8)
る。

最近の海外における研究では,日 本だけでな く欧米を含む世界の多 くの地域で,19世 紀か

ら20世紀初頭にかけて,相 次いで前近代通貨システムから近代通貨 システムへの移行の動き
9)

がみられたことが明 らかにされている。例えば,Helleiner(2003)は,19世 紀以降,各 国が

相次いで近代通貨システムに移行 した動機として,① 国内の経済活動における取引費用の削

減,② 海外か らの国内経済への影響の遮断,③ シニョレッジの確保 という財政的要請,④ 国

家的同一性(nationalidentity)の 強化,の4つ を挙げ,19世 紀 においては,① の取引費用削
10)

減 という問題意識が特に強かったとしている。

鎮 目(2008)で は,決 済 という概念を用いて,江 戸時代の日本の商品流通における貨幣 と

信用の機能,な らびに商人 と金融業者の役割について整理 した。そして,貨 幣 と信用が経済

全体でみた決済にかかる取引費用を軽減 させる機能を果たすものであること,ま た,商 人な

らびに商人から分化 した金融業者が,貨 幣や信用 という決済手段を利用 しつつ,顧 客か ら対

価を得て決済サー ビスの担い手とな っていたこと,を 示 した。本稿では,鎮 目(2008)の 枠

組みを拡張 し,決 済における取引費用の概念を用いつつ,分 析対象を近代移行期にまで拡げ,

日本における前近代通貨 システムか ら近代通貨システムへの移行過程を図式化することを試

みる。なお,本 稿で示す図式化はあくまで今後の検討のための序説的なものに過 ぎず,今 後,

実証的な研究を積み上げて実態を解明し,修 正ないし精緻化を図ってい く必要があると考え

ている。

2商 品流通における取引費用

取引費用 という用語は論者によってさまざまな意味に用いられることがあるが,こ こでは,

取引費用を広義に解釈 し,商 品取引に要する費用全般 と定義する。具体的には,① 取引遂行

のための諸条件に関する情報の伝達や学習にかかる事前的費用 と,② 取引条件を履行 させる
11)

ために要する事後的費用,の 全体を含む概念 として捉える。①の事前的費用には,適 切な取
12)

引相手を探索す る費用(searchcost)や,相 手 との間で取引条件を交渉する費用(negotia-

tioncost)等 が含まれる。②事後的費用には,取 引の相手方が取引の条件を履行するかどう

かを監視する費用(monitoringcost)や,取 引の対象物を物理的に輸送する費用(transporta-

tioncost)等 が含まれる。

鎮 目(2008)(pp.52-56)で 挙げた設例では,物 々交換を通 じては取引自体が成立 しない

ほど探索費用が大きいことが想定 されており,貨 幣ないし信用を利用することにより,個 々
13)

の取引を集計 した経済全体 としての探索費用を引き下げることができることを示 した。一方,
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貨幣や信用を利用 した取引にも費用がかか る。例えば,貨 幣をあらか じめ保有 しておくため

の費用を,取 引が成立するまでの間,購 買力を貨幣のかたちで在庫として保有 しておくこと

の費用 と考えれば,探 索費用の一種として整理することができるほか,支 払手段である貨幣

を物理的に輸送す るのにかかる費用や リスクは,輸 送費用の一種である。一方,商 品取引の

相手方や金融機関から決済サービスの一環 として信用を受ける対価として支払われる手数料

や利子は,信 用を供与 した側からみて返済が受けられなくなるリスクを反映したものである

と考えれば,監 視費用の一種 とみることができる。

次に,商 人の機能を取引費用の観点か らみてみると,取 引を仲介することにより,各 種の

取引費用を削減する機能を持 っている。まず,商 人という商品取引を業 とする専門家がいる

ことによって,他 の経済主体は適切な取引相手を探索する費用を削減することができる。商

人が商品の輸送に関す る技術的な優位性を持 っている(例 えば,商 品の大量輸送により商品

1単 位あた りの輸送 コス トが軽減 されるな ど)の であれば,輸 送費用が削減 される。商人 と

相手 との継続的な取引関係が監視費用を軽減させることも考えられる。その一方で商人は,

こうした機能を果たす代わ りに,取 引相手から中間マー ジンを取 ることになるが,こ れは取

引費用に含まれる。

Wiliiamson(1981,1995)は,経 済主体の限定合理性 と機会主義的な行動を前提 とし,所 与

の諸条件のもとで取引費用をできるだけ小さくするような取引形態が選択されると考えた。

その際,取 引形態に決定的な影響を与える基本的属性として,取 引の頻度,取 引の不確実性,

取引対象物の特殊性を挙げ,さ らに,制 度的環境(政 治 ・司法制度,法,慣 習,規 範等)の

変化が取引費用を変動 させることによ り,取 引の形態が変化 してい くと考えた。以下では,

これを本稿の議論に当てはめて考えてみる。

まず,貨 幣と信用 との関係についてみると,貨 幣と信用は,商 品取引の決済のための代替

的な手段を提供するものであり,取 引の属性や制度的環境によって,貨 幣を利用 した取引,

信用を利用 した取引,あ るいは両者を併用 した取引など,さ まざまな形態の決済が行なわれ

ると考えられる。取引の頻度が小 さい,な いし取引の不確実性が大きい状況では,信 用を用

いた取引の監視費用が大きくなるので,貨 幣を用いた取引が行なわれやすいと考え られる。

これに対 して,取 引の頻度が大きい,な いし取引の不確実性が小 さい状況では,信 用を用い

た取引の監視費用はそれほど大き くな く,信 用取引が行なわれやすいと考えられる。例えば,

商品取引を行なう経済主体同士が継続的な取引関係にあり,か つ自分が売却する商品の対価

の受け取 りを繰 り延べても不払いとなるリスクが低いと認識 している状況では,貨 幣を使用

せずに信用を用いて決済することが容易であろう。後にみるように,江 戸時代における大坂

両替商を中心 とす る手形による決済は,こ のような状況において行なわれていた。なお,取

引対象物の特殊性 というのは,同 じ商品を他の相手に売却 した り,他 の相手から購入 した り
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することができる可能性を示 しており,貨 幣として使用される商品は,特 殊性が小さいとい

うことができる。次に,商 人の機能についてみると,商 人は,特 定の地域において特定の相

手との間でよ り多 くの商品の取引を行なう,な いし特定の商品を対象により広い地域におい

てより多数の相手と取引を行なうことによ り,取 引の頻度を増やし,取 引の不確実性を減 ら

すことによって,取 引費用を引き下げる機能を果たす。制度的環境の変化は,取 引費用を変

化させ,そ れぞれの環境に適合 した取引のあ り方 も変化 していくと考え られる。

これまで紹介 した研究を含め,従 来から流通史,金 融史の分野では,貨 幣と信用,な らび

に商人の果た していた機能 との関係を意識 した研究は多 くみ られたが,決 済に関する取引費

用という概念は,こ れ らの関係を統一的に理解するのに役立つと考えられる。以下の節では,

江戸時代後期から明治時代にかけての商品取引の決済の仕組み(決 済 システム)を 図式化す

ることにより,貨 幣と信用,な らびにこうした手段を駆使 して商品流通の担い手 となった商

人や金融業者の機能の考察を試みる。

3江 戸時代の商品流通の決済

本節では,鎮 目(2008)に 沿 って,江 戸時代後期の商品流通全体を通 した決済の例を確認
14)

しておきたい。

図1江 戸時代の商品取引の決済例

品の流れ →

〈 〉 〈 〉 戸

(注)商 人 と両替商の間の資金の流れ は商人の両替商 への預け金 口座への入金 ・同 口座か らの引き落 としによ る。

両替商相互間の資金の流れ は差 引(相 殺決済)に よる。

江戸時代の商品取引決済の特徴としては,① 商品流通の中間段階を中心 とする信用の利用

によ り,貨 幣の使用を節約 していたこと,② 決済サービスの提供 とこれに付随する信用供与

において,大 坂の有力両替商を結接点 とする両替商のネ ットワークが中心的な機能を果たし
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ていたこと,③ 使用されていた貨幣 としては,金 貨,銀 貨,銭 貨,藩 札が混在 していたこと,

が挙げられる。ただし,そ の実態は未解明の部分が多 く,今 後,商 品毎,地 域毎,流 通段階

毎に実証研究を積み重ねるとともに,そ の類型化を図っていくことが求められている(図1)。

江戸時代の決済慣行を今 日的に表現す ると,現 金取引と並行 して,上 方を中心に,両 替商

が日頃取引のある商人に対 して当座預金 口座を提供 し,商 人は自らの口座残高を見合いに為

替手形や小切手を振 り出して,こ れが日頃取引のある両替商同士のネットワークを通 じて決

済 されるという点で,高 度な信用取引が行なわれていたといえる。ただし,こ れまでの多 く

の研究では,振 り出された手形や小切手が当該商品取引の関係者以外に流通 していたことを

示す確 たる証拠はな く,そ の決済はあくまで互いに顔の見える商人 ・両替商の関係を通 して

行なわれ,か つ,手 形が不渡 りにな った場合 には原債権 ・債務者間で処理が行なわれていた

とされている。 この点で,現 代 における裏書譲渡による小切手や手形の流通とは異なってい

た点に留意が必要である。

江戸時代の商品取引における決済を取引費用という観点か らみると,商 人がさまざまな決

済サー ビスの提供を受けた見返 りとして両替商に支払っていた費用は,決 済サービスにかか

る取引費用に含まれる。為替手形を利用 した送金の手数料,金 銀銭 という異なる貨幣間の両

替の手数料,信 用供与にあたっての利息等がこれにあたる。江戸時代の両替商は株仲間とい

うギル ド的組織を形成 しており,こ うした手数料や利息に対 して独占的な レントが発生 して

いた可能性は大いにある。また,金 銀銭間の両替の手数料自体は大き くなか ったかもしれな

いが,両 替商は自らの情報の優位性を利用 して,顧 客向けの為替相場その ものを自分たちに

有利に設定 していた可能性 もある。さらに,と きには商人間や商人 と両替商の間,あ るいは

両替商相互間で,取 引の相手方の資金繰 り上の問題や経営危機によって不渡 りが発生すると

いった リスクも考え られる(後 述のように,こ のリスクは幕末に大坂の有力両替商が取 り付

けを受けて閉鎖に追い込まれたときに,現 実のもの となった)。信用を供与する側がこうし

た決済に付随する信用 リスクを潜在的費用として認識 している場合には,手 数料や利息にリ

スク ・プレミアムが上乗せされていた可能性がある。なお,両 替商だけでなく,商 人間の信

用 に対 しても,信 用を受ける側が利息や手数料等を支払っている場合 には,こ れも取引費用

に含めて考える必要がある。

一方,取 引を貨幣で行なう場合を考えてみると,例 えば,問 屋や仲買が仕入れを行なうに

際 して,貨 幣を仕入先に現送するために,積 荷がその分減ることになるとすれば,こ れが機

会費用となる。 また,金 銀銭貨間の両替の手数料がかかる。 さらに,現 送時の盗難の リスク

や,売 り手が受け取る貨幣の価値が不安定で,受 け取った藩札の購買力が消滅ないし目減 り

して しまうといったリスクも取引費用に含めるべきであると考え られ る。

江戸時代の商人 は,取 り扱 う商品や取引の属性(取 引量,取 引頻度,取 引相手など),お
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よび制度的環境(同 業者組織や幕府 による統制,政 治的要因な ど)に 応 じて,決 済の方法

(貨幣を利用するか信用を利用するか,な ど)や,貨 幣を利用す る場合の貨幣の種類を選択

していたと考え られる。 この点については,今 後,実 証的に明らかにされるべき課題である。

4幕 末から明治にかけての商品流通と決済の変化

ここでは,幕 末か ら明治にかけての 日本の内外における政治経済の変動の うち,こ れまで

の研究で商品取引の決済に大きな影響を与えたと考えられてきた出来事 として,① 明治維新

前後の有力両替商の没落,② 開国による商品流通の変化,の2点 を採 り上げ,そ の影響につ
15)

いて整理することとする。

4.1明 治維新前後における有力両替商の没落の影響

従来の研究では,江 戸時代の決済サービスを支えていた大坂の両替商のうちの多 くが,明

治維新直後に相次いで閉鎖に追い込まれたとされ,そ の要因として銀 目廃止の影響が強調 さ
16)

れてきた。すなわち,銀 目廃止(1868(明 治元)年)は,秤 量銀貨の流通と銀建て取引の廃

止,お よび銀建てによる既存の貸借契約の金建てへの書き換えを命 じるものであったが,松

好(1932,1937)の 研究以来,「 銀 目手形 を保有 していた商人の多 くが銀建ての契約自体が

無効になるものと誤解 して,両 替商に対 して金貨 との交換を求めて殺到 し,取 り付けにあっ

た両替商が支払い不能 となって閉鎖 に追 い込 まれた」 とされ,作 道(1961:p,301),露 見

(1991:p.20)も この見方を踏襲 している。これに対 し,石 井(2007:pp.82-93)は,銀 目廃

止に先立って,薩 長両藩が,幕 府 と関係の深かった両替商に対 して資産の接収(戦 利品の分

捕 り)を 行なったことの影響が大 きか ったとしている。

銀 目廃止が商品取 引の決済に与えた影響 について,松 好(1937:p.94)は,「 銀 目廃止の

ため大阪においては両替商の営業が不可能 となったが,そ の結果大阪在来の商業習慣ないし

金融組織は勢い根本的に破壊せらるるのほかな く,両 替商の信用を基礎として成立 したる取

引関係は,ほ とんど全体的に決済の途を途絶せ らるるに至った」 と述べている。 これに対 し

て石井(2007)は,生 き残 った両替商がコル レス先の両替商を変更 しなが らも為替業務を続
17)

けていた例や,商 人の取引に占める為替決済の比率が一時的に3割 以下に落 ち込んだものの
18)

数年後には6割 程度にまで上昇 している例を挙げて,「すべての両替商が没落 したわけでは

な く,そ の後の銀行設立 ブームにさいして自ら銀行業者に転身 した両替商 も相当多 く存在 し

たことが無視されてはなるまい」(pp.16-17)と 述べている。江戸時代の両替商を中心 とす

る決済の仕組みが,幕 末から明治を通 じてどのような変容を遂げたのか,そ の結果,決 済に

かかる取引費用がどのように変化 したのかは,今 後,実 証的に明らかにされるべき課題であ

る。
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4.2開 港に伴 う商品流通 と決済の変化

日本の幕末か ら明治にあたる19世 紀後半は,欧 米諸国のアジア進出が活発化 したwestem

impactの 時代であ り,ア ジア貿易史の分野では,westemimpactを 受けた近世アジアの貿易
19)

秩序か らの再編過程 として,ア ジア諸国の貿易構造が変化 したとの見方が提示されている。

開港前後の経緯により,日 本は閉鎖経済(closedeconomy)の 状態か ら,一 気に開放小国
20)

経済(smallopeneconomy)と して国際経済秩序の中に放 り込まれた。開港以前にも,長 崎,

対馬,琉 球,松 前等を通 じた外国 との貿易は存在 していたが,貿 易の絶対量は小 さく,外 国

商人との取引の当事者は幕府 または藩であ り,貿 易取引は幕府または藩政府の厳格な規制に

より国内の商品取引 と隔離 されていた。 これに対 し,1858(安 政5)年 に徳川幕府が米英蘭

仏露の5ヶ 国との間で結んだ修好通商条約(以 下,安 政五 ヶ国条約 とする)は,日 本の商人

が外国商人 と直接取引を行なうことを可能とした。また,同 条約は日本に関税 自主権を認め

ず,さ らに,兵 庫開港ならびに大坂開市の遅延の代償として1866(慶 慮3)年 に各国との間

で締結された改税約書において,開 国当初は品目に応 じて5%～35%の 間で定められていた
21)

輸入関税率が原則5%に 引き下げられた。このように,輸 入関税障壁がほとんど存在 しない

状況下で,1859(安 政6)年 の横浜開港後,横 浜を拠点として,は じめに生糸や茶を中心 と
22)

する輸出が増加 し,続 いて衣料品,食 料晶等さまざまな商品の輸入が増加 した。 また,1867

(慶慮3)年 にはそれまで黒字であった貿易収支が赤字に転 じ,そ の後は赤字基調が継続 した。

一方で,安 政五 ヶ国条約 においては,同 年に中国が天津条約によって外国商人の内地での通

商を認めさせ られたのとは対照的に,外 国商人の内地通商を禁止 したことから,居 留地を除
23)

く日本国内はアジアにおいて外国人の国内での商業活動を排除 した唯一の領域となった。

開国による商品流通の変化が決済に与えた影響については,一 方において,外 国商人の内

地通商が禁止されていた状況で,居 留地における自由貿易の開始は,海 外の資源と市場を利

用 した新興貿易関連産業の国内取引の活発化を促 し,商 人 と両替商に新たな商品取引の機会
24)

を提供 した とされる。他方において,貿 易される商品の流通過程が,国 内で完結 しな くなっ

たという点を考える必要がある。生産者から最終消費者に至る商品の流通過程全体を考えた

場合,対 外取引に関する決済サービスは,居 留地の商人 とイギ リス系を中心とする国際銀行
25)

に依存せざるを得な くな り,そ の貿易決済のための取引費用が海外に流出 していた。個々の

商人の立場からみれば,外 国商人や国際銀行は,日 本の商人や両替商が提供することができ

なかったか,あ るいは提供できたにしても割高であった決済サービスを比較的安価で提供 し

ていたということはいえるかもしれない。 しか しながら,日 本経済全体 としてみた場合には,

その費用が海外 に流出してしまうことは,端 的に言えば国際収支上の問題を引き起こしてい

た。これは,当 時の政策当局にとって国益上の大きな問題として認識されており,貿 易専門

金融機関 としての横浜正金銀行設立(1880(明 治13)年)の 理由のひとつはこれを防 ぐこと
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にあ。親 国際銀行からの自国の貿易決済の独立性を確立するための徽 正金銀行の設立が,

国内の商品取引決済の統一のための日本銀行の設立に先立 って行なわれたことは,当 時の政

策の優先順位を考える際に象徴的である。松方正義が1880(明 治13)年 に著 した 「財政管窺

概略」 には,以 下の文言がみえる(原 文は旧仮名遣いカタカナ文,傍 線引用者,以 下同様)。

生糸茶等年々横浜に運輸 して販売の時に臨みて,常 に外商のためにその売価を左右せ

らるるといえども貸主が資本の薄弱なる遂に庫敷(引 用者注:倉 庫の保管料)そ の他の

費用に堪ゆること能わず,み すみす外商の術中に陥 りて低価 に売却 し,大 いに失敗を招

く者此々皆然 り。故に今貸付所(原 文注:即 ち正金銀行をいう)を 設け物品を抵当とし

て相当の金を貸与せ しめ,物 品販売の後正貨をもって償還せ しむべ し。……現今財政の

急務は内国の物産を興 し,海 外に物貨直輸の便を開きもって貿易の権利を掌握するを謀

るにあ り。その要旨は正金銀行を設立 し,西 洋の要地に向かい党換のことを行なうべ し。

故にこの銀行は最 も確実にして外人の信任を失わざるものを至要 とす。……人あるいは

言 う,輸 出の品は横浜在商に就きて販売すること甚だ便な りと。 この説大いに誤て り,

何 となればその売買上間接の利益は皆ことごとく外商 に占有せ られて,そ の害の大なる

や挙げて数え難 し。

しか しながら,横 浜正金銀行の設立によってもこの問題が完全に解決 されたわけではな く,

それから20年近 くが経過 した金本位制への移行直前の帝国議会における審議の際にも,同 様
27)

の議論が展開されている。すなわち,1897(明 治30)年3月11日 の衆議院本会議において大

蔵書記官添田寿一 は,金 本位制への移行に反対する議員への反対討論のなかで以下のように

述べている。

我邦の外国貿易 というものは,決 して数億 に上 りま したが,輸 出入全体の十分の二 し

か外国貿易とはいわれないのである,そ の余 りは皆居留地貿易である。何故にこの居留

地貿易が存するかということをご研究願いたい。既 にこの為替の危険というものに打勝

つだけの日本の商人に未だ力量がございませぬためか,そ の危険を自ら負担するよりは,

居留地の外商にその危険を負担 して もらう方が便利であるからである。一方には直輸出

を勧めなければならぬ,商 権を回復 しなければならぬということは,皆 様がお唱えにな

っていらっしゃいますが,こ の点においてか くの如 く為替の危険の大なる間は,到 底我

邦の貿易の真正の発達 ということは望まれないのでございます。

上記の例 は,貿 易が絡む取引については,決 済にかかる取引費用負担の配分が,1897(明

治30)年 時点で も引き続 き重要な政策課題 となっていたことを示 している。すなわち,江 戸

時代の両替商が国内の商品流通に関する決済サービスの提供によ り得ていたのと同種の利益

が,少 な くとも金本位制移行までは,日 本の貿易 に関する決済サー ビスを提供 していた国際

銀行の手元に入 っていた可能性がある。決済にかかる取引費用の負担が日本国内で完結 して
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いるのであれば,政 府 としては,商 品の流通段階全体としての取引費用を引き下げることか

一義的な政策課題となる。 これに対 して,日 本人が負担する取引費用が海外に漏出している

場合には,流 通段階全体 としての取引費用の引き下げと並んで(あ るいはそれ以上の優先雁
28)位を も

って),取 引費用負担の国内外での配分の問題が政策課題となり得るのである。 日本

の貿易決済の取引費用構造がどのようなものであり,ど の程度の割合が海外に流出していた

のかは,今 後,実 証的に明らかにされ るべき課題である。

4.3明 治時代における通貨システムの変革 と商品取引の決済の変容

ここでは,3節 で図式化 した江戸時代の決済の仕組みが明治期にどのように変容 していっ

たのかについて,通 貨 システムの変革 との関係を念頭に置きながら整理することとしたい。

明治時代に行なわれた通貨 システムの変革は,大 き く3つ の段階に分 けられる。第1段 階

は,円 という単一の通貨体系の導入と定着が行なわれた明治0年 代から10年代前半である。

1868(明 治元)年 の銀 目廃止,1871(明 治4)年 の新貨条例により,金 銀銭貨という異種貨
29)幣

の国内並存 という状況に終止符を打ち,通 貨単.位の統一が図られた。一方,1869(明 治2)
30)

年の為替会社設立に続き,1872(明 治5)年 にはアメリカのNationalBankingActを 範 とし

つつ日本の実情に合わせた国立銀行条例が公布され,政 府紙幣 とあわせて国立銀行による分
31)

権的な紙幣発行が志向される。 この時期に国内で使用された主な貨幣は,1871(明 治4)年

から発行が開始された政府紙幣,1876(明 治9)年 に党換義務が撤廃 された各国立銀行紙傑
32)

であ り,い ずれ も不換紙幣であった。第2段 階は,中 央銀行による独 占的な貨幣発行が確並

する明治10年 代後半から明治20年 代である。 日本銀行は1882(明 治15)年 に設立 され,188E

(明治18年)か らは,日 本銀行が銀党換券を発行す るとともに,国 立銀行は紙幣発行権を扶

うこととなり,銀 本位制のもとで貨幣発行の集中が進んだ。第3段 階は,1897(明 治30)年

の金本位制への移行であり,こ れによって当時国際決済通貨 としての地位を確立 していた金
33)と

の免換性が保証され,日 本の近代通貨 システムは完成 したとされる。

ここでは,国 内の商品取引における,こ の間の決済の変遷についてみていくことにする。

政府は1869(明 治2)年,全 国的な商品流通を行なう通商会社 と,貨 幣発行の機能を持ち這

商会社に対する金融を行なう為替会社を全国8ヵ 所 に設立 した。為替会社は,日 本における

近代的な銀行制度の先駆 けともいうべ き存在であったが,為 替会社の発行す る為替札は流遍

性を確保することができず,貸 付金の回収に支障をきたすなどして,1872(明 治5)年 の匡
34)

立銀行条例制定とほぼ同時にほとんどが解散 した。国立銀行は,条 例制定からしばらくのPti

は銀行券の金貨党換義務が障害となり4行 のみの設立にとどまっていたが,1876(明 治9)

年の党換義務の撤廃を契機 として設立が相次 ぐようにな り,1879(明 治12)年 までに153fi

が設立された。また,銀 行券の発行を行なわない銀行として,1876(明 治9)年 に設立 さホ
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た三井銀行をはじめ,多 数の私立銀行が設立 された。なお,明 治維新前後 に打撃を受けた両

替商は,そ の後も国立銀行 と協調 したり競合 した りしながら,取 引を縮小 しつつ営業を継続

して、、魁 方,繍 会社姻 立鮪 の設立、、は,瀦 商が深 く関与してい摺識 見(1991,

pp.102-143)は,日 本銀行の設立以前において,少 数の有力国立 ・私立銀行を中核 とし,

全国の国立 ・私立銀行を結ぶコル レス網による自生的な決済ネ ットワークが形成されていた
37)

ことを示 した。

図2明 治初期の商品取引の決済例
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(注)商 人と国立 ・私立銀行の間の資金の流れは商人の銀行預金口座への入金・同口座からの引き落としによる。

銀行間の資金の流れはコルレス取引による。

明治維新後,日 本銀行が設立される以前の日本における商品取引の決済の実態については
　ラ

不明な点 も多い。先行研究で示された断片的な事実をもとに大胆に図式化 してみると,決 済

の結接点に位置するのが大阪の有力両替商から有力な国立 ・私立銀行に変わっているが,そ

の基本的な構造は,江 戸時代 とほぼ同様のものであったと考え られる(図2)。 すなわち,
39)

商人間の商品取引においては,手 形 または貨幣の授受により決済が行なわれていた。手形 は,

西洋の法的概念の移植が試みられていたが,裏 書譲渡による流通性を得 るには至 っておらず,

基本的に江戸時代以来の商業習慣を受け継いだ為替手形,振 り手形等 と延払信用が利用 され
40)

ていたと考えられる。ただし,大 阪においては,1879(明 治12)年 に民間銀行家の手によっ

て手形の集中決済を行なう手形交換所が設立されてお り,日 々の手形取引のうち交換所にお

いて相殺された後の手形交換尻が有力銀行の口座を通 じて決済 されるようになっていたとさ
41)
れる。

明治時代に大蔵大臣を長 く務めた松方正義をは じめとする日本の近代通貨 システムの設計
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者たちは,江 戸時代以来の日本の通貨システムは混乱 しているとして,こ うした現状を打破

して種 々の経済取引における取引費用を削減することが制度改革の重要な目的であると主張
42)

していた。以下に掲げるのは1882(明 治15)年 に松方大蔵卿名で出された 「日本銀行創立 旨

趣の説明」である。 ここで松方は,日 本銀行が設立される以前の商品取引においては信用の

機能が損なわれ,決 済にかかる取引費用が高いものとなっていると論 じ,中 央銀行の設立に

よって,こ うした弊害が取 り除かれると述べている。

現今国立銀行の景状たるや各地方 に対峙して互に連絡融和の気に乏 しく,力 相敵 し勢

い相制 し甲銀行に余剰ありといえども以て乙銀行の不足を補 う能わず。……もちろん銀

行間互いに 「コルレスポンダンス」を結び以て有無相救 うの道を開かざるにあ らずとい

え ども,他 店と他店 との間にありては流通運転の難易決 して本店と支店におけるが如き

こと能わず。いわんや資本の寡少なる営業の窓縮なる多 くは自ら維持するに汲々たるを

以て,又 何の暇ありてか他銀行の欠乏を補 うを得んや。……中央銀行を設立 し,現 今各

地方において堅確なる国立銀行を以て支店 と同視 し,こ れと 「コル レスポンダンス」を

結約せ しめぱ,貨 財流通の線路はじめて全国に貫通するを得るのみな らず,そ の他の銀

行といえども互いに信慧をおき益々連絡融和の気を開 くに至るべ し。然 り而 して中央銀

行 は自ら財政の要路に立ち全国商業の繁閑を察 し,甲 地方に繁なれば乙地方の金たちど

ころに移すべ く,乙 地方に繁なれば甲地方の金たちどころに輸たすべ く,運 転流通 あた

か も心臓より血液を送 りて四肢に周動せ しむるが如 くな らん。 これにおいてか貨幣の繁

閑はじめて平鞠 均す るを得て,而 して一国の金融は じめて渋滞梗塞の患なかるべe31

明治維新後,日 本銀行の設立 までの国内商品取引の決済にかかる取引費用が,江 戸時代と

比べて高まっていたかどうか,中 央銀行の設立によってこの取引費用が削減されたかどうか

は,今 後,実 証的に明 らかにされるべき課題である。

仮に,明 治維新前後を契機に決済にかかる取引費用が高まっていたとすれば,そ の背景に

は,銀 目廃止や薩長両藩による両替商資産の接収という政策によって,決 済の結接点であっ

た大坂の有力両替商のいくつかが人為的に没落させ られたため,そ れまでの商品流通を支え

ていた信用の機能が損なわれ,決 済サービスが円滑に提供 されな くなったことが考え られ
44)
る。 この場合,明 治新政府の政策によって,前 近代通貨 システムは崩壊させ られたとの見方

ができる。一方,明 治維新の前後で決済にかかる取引費用 に大きな変化がなかったとすれば,

新政府の政策は決済サー ビスの担い手の交代を促 した側面はあったにしても,こ れまでの有

力両替商に代わる新たな担い手が商品流通を支える信用 と決済サービスを提供することによ
45)り

,長 い目でみると前近代通貨 システムとの継続性が保たれていたと考え られる。 この間,

幕末開港 により,生 糸,茶 をはじめ貿易に関係する新たな商品の流通(国 内流通を含む)が

生まれ,こ れに伴い決済方法にも変化が生 じていた可能性がある。
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これらの点を実証的に明らかにするためには,流 通の各段階における決済の実態を把握 し,

取引費用 とその変化を丹念に追ってい く必要がある。先行研究で採 り上げられている事例を

は じめ,当 時の商品取引の資料をこうした観点から見直 していくことにより,新 たな知見が

得 られるものと推測される。

4.4日 本銀行の設立と商品取引決済の変化

日本銀行は1882(明 治15)年 に本店と大阪支店の2店 舗で営業を開始 し,1880年 代には国

立銀行とのコル レス取 引を拡充 し,1890年 頃には150本 程度のコル レス契約を結んでいた。

1890年 代 に入ると,支 店,出 張所等の地方拠点を拡充 し,1900年 までに7道 府県に10の 支店,
46)

出張所を設けた。 日本銀行の営業本格化に伴い,決 済に利用 される貨幣としての政府紙幣と

国立銀行券は回収され,貨 幣は日本銀行券とその体系に含まれる小額面の硬貨によって統一

された。一方,信 用を利用 した決済 という観点では,1900年 頃までに,同 一地域内の決済に

ついては,地 域の金融機関が一同に会 して手形 ・小切手の交換尻を計算 し,そ の決済を当該

金融機関が日本銀行に持つ当座預金口座の振替で行なう多角的決済の枠組みが全国的に整う

とともに,日 本銀行の各拠点に主な金融機関が口座を開設 し,隔 地間決済 について も日本銀
47)

行の当座預金 口座が利用 されるようになったとされる。

図3明 治末期の商品取引の決済例

(注)商 人と国立・私立銀行の間の資金の流れは商人の銀行預金口座への入金・同口座からの引き落としによる。

銀行間の資金の流れは日本銀行当座預金を利用した手形交換尻決済ないし日本銀行当座預金の付替による。

商品取引の決済に日本銀行券 と日本銀行当座預金が利用されるようになった後の決済の仕

組みを図式化すると図3の ようになる。貨幣を利用 した決済には,日 本銀行券が使用される。



58 第197巻 第6号

手形や小切手を用いた信用を利用 した決済には,日 本銀行の当座預金が使用 される。すなわ

ち,地 域内の決済については,商 品の買い手は自分の取引先金融機関を支払い場所とする小

切手を振 り出 し,売 り手 は自分の取引先金融機関に持ち込む。持 ち込まれた金融機関がこの

小切手を手形交換に持 ち出す と,交 換尻決済のかたちで,買 い手の取引先金融機関の日本銀

行当座預金 口座か ら引き落としがなされ,売 り手の取引先金融機関の日本銀行当座預金口座

に入金される。隔地間決済については,商 品の買い手が自分の取引先金融機関に対 して送金

を依頼すると,依 頼された金融機関は,日 本銀行に対して他地域にある売 り手の取引先金融

機関に対する送金を依頼 し,日 本銀行の本支店間で当座預金の付け替えが行なわれることで,

地域間の送金が行なわれる。売 り手の取引先金融機関は,自 らの日本銀行当座預金 口座に入

金 された時点で,売 り手の口座に入金を行なう。商人 と金融機関 との関係は,江 戸時代,な

らびに明治初期の日本銀行が設立される以前と基本的に同様である。 しか しなが ら,金 融機

関は,決 済サービスを日本銀行という単一の組織と直接あるいは手形交換所を通 じて間接的

に取引を行なうことによって提供 している。 さらに,日 本銀行は,日 本銀行券 という貨幣を

独占的に発行する主体でもある。多 くの金融機関が決済サービスを提供 しているが,日 本銀

行は,最 終的な決済手段 としての日本銀行券 と日本銀行当座預金の提供者として機能 してお

り,貨 幣な らびに信用を利用 した商品取引の決済は,い ずれも日本銀行 とい う単一の組織に
48)

依存 している。

中央銀行を最終的な決済手段の一元的な提供者とすることによって,決 済にかかる取引費

用を削減することができるかどうかは,実 証的に明 らかにされるべき課題である。江戸時代,

明治初期(日 本銀行設立前),そ して日本銀行設立後その活動が本格化 した時期を含め,そ

れぞれの時代毎に,各 流通段階の商品取引とその決済の実態を明 らかに したうえで,商 品の

流通過程全体を通 してみた取引費用を把握することは,中 央銀行の設立 とその活動本格化が

決済に関する取引費用をどう変化させたかの解明につながると考えられる。 この点について,

先行研究の記述を拾 ってみると,日 本録行設立以後の明治後期か ら大正期については,例 え

ば,山 口(1989)は,長 野県諏訪地方か ら横浜に出荷される生糸の荷為替打歩(為 替手形の

割引料)が 年代を追 って低下 し,1897(明 治30)年 頃には3日 間千円につき6円50銭 であっ

たものが,1912(大 正元)年 頃には1円20～30銭 ないし2円20銭 に下がったこと,そ れで も
49)地方銀行

にとっては利益が多かったことを指摘 している。また,土 肥(1981)が 引用 してい

る1925(大 正14)年 に日本銀行調査局によって行なわれた 「東京深川市場に於ける正米取引

に関す る調査」では,1石 当たりの消費者売価45円07銭 のうち,産 地仲次人(仲 買人),産

地問屋,深 川問屋の口銭の合計が1円25銭,こ れに倉庫蔵入および倉敷料,金 利を加えると

1円75銭 となってお り,商 品取引にかかる決済の取引費用のほか,問 屋 自身の経費と利益を
50)含

めて売価の3～4%程 度の水準となっている。
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5む すびに代えて 決済に関する比較史的アプローチの可能性

本稿では,商 品取引の決済における貨幣 と信用の役割に着 目し,日 本における近代通貨シ

ステム移行の背景に関する新たな分析視角を提供することを試みた。具体的には,幕 末維新

期における政治経済の変化が商品流通 とその決済に与えた影響について整理するとともに,

近代通貨 システムの設計者の問題意識 について考察 した。そ して,日 本の近代通貨 システム

の設計者たちは,① 国内の経済活動における取引費用の削減,お よび,② 貿易決済における

国際銀行への依存からの脱却,を 強 く意識 していたことを示 した。このうち,② は,決 済に

かかる取引費用の海外への漏出防止 と言 い換えることができ,明 治期日本の通貨 システムの

設計者たちは,決 済にかかる取引費用を強 く意識 していたといえる。ただし,近 代通貨 シス

テム移行の背景 とその帰結に関する取引費用の観点か らの実証的裏付けは,今 後の課題であ

る。 また,本 稿では,国 内の商品流通については,不 完全ではあっても決済に関する図式を

示す ことができた。 しかしながら,貿 易取引を含む商品流通については,同 様の図式を示す
51)

ことができなかった。 この点は,今 後の研究課題 としたい。

最後に,目 を海外に転 じ,比 較史的アプローチの可能性について触れておきたい。交換の

媒介物 としての貨幣 と信用の役割に関する先駆的な業績を残 したW。StanleyJevonsが 生ま

れたのは1835年 であり,1844年 のピール銀行条例によってイングランド銀行がイングランド

地域 における独占的貨幣発行権を完全 に掌握する9年 前のことであった。すなわち,Jevons

の少年時代のイ ングランドでは近代通貨 システムは未だ完全 には確立 してお らず,Jevons

は,複 数の通貨がひとつの地域内に重層的に流通す る状況か ら,国 民国家の領域内で単一の

通貨が流通す る近代通貨 システムへの移行過程を自ら体験 しなが ら,1875年 にMoneyand

theMechanismqfExchangeを 著 したことにな る。その後,19世 紀後半の欧州では,ド イツ

(1871年),デ ンマーク,ス ウェーデン(い ずれ も1873年),ノ ルウェー(1875年),フ ィンラ

ンド(1877年)な どが金本位制への移行を行ない,並 行 して国内通貨の統一と中央銀行によ

る独占的な貨幣発行を導入 し,近 代通貨システムに移行 していった。一方,米 国では,南 北

戦争を機に国内の商品流通ならびに金融市場の統合が進んだにもかかわらず,中 央銀行であ

る連邦準備制度が設立されたのは,1914年 のことであった。

アジアに目を転 じてみると,中 国における国内通貨の統一 は,1935年 の幣制改革が契機と

言われており,近 代通貨システムへの移行は米国よりさらに遅かった。孫文は,松 方正義を

はじめとする日本における近代通貨 システムの設計者たちと接触を持ち,1913年 に 「貨幣革

命」 と題する著作のなかで,先 行する日本の状況に言及 しつつ中国の国内通貨の統一を訴え
52)

ている。 しか しなが ら,明 治初期に日本政府の命を受けて各国の決済制度の研究を行 ってい
53)

た渋沢栄一は,1876年 に中国の銀行制度の独 自性と先進性を讃える報告を行 っていた。一方,
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イ ンドの金本位制移行(1893年)は,日 本における金本位制への移行の契機となった貨幣制
54)度調査会

における議論でも大 きく採 り上げられた。

各国における近代通貨 システムの設計者たちの動機がどのようなものであり,制 度の設計

者が主張 した効果が実際に得 られたのかどうかは,今 後,実 証的に明 らかにされるべき重要

な研究課題である。商品流通における決済 という視点は,そ のための有効な分析視角たり得

る。ただ し本稿では,そ のための方法論と,今 後,明 らかにされるべき研究課題を提示 した

に過 ぎない。今後は,決 済に関する取引費用の視点か ら,歴 史実証的な研究を積み重ねてい

くこととしたい。

注

*本 稿は,2008年1月26日 に開催 されたRIEB政 策 研究 ワークショップ 「日本における近代通貨

システムへの移行の世界史的意義:『 決済』の観点か ら」 での報告内容の一部を とりまとめたも

のである。本稿の作成にあた り,岩 橋勝氏,宇 都宮浄人氏,加 藤慶一郎氏 ,鹿 野嘉昭氏,宮 尾龍

蔵氏,な らびに第27回 貨 幣史研究会(2007年9月),RIEB政 策 研究 ワークショップ(2008年1

月)お よび日本銀行金融研究所セ ミナー(2008年2月)参 加者よ り貴重なコメン トをいただいた。

ここに記 して感謝の念を表 したい。本研究は,科 学研究費補助金 ・基盤研究(B)「 日本における

近代通貨 システムへの移行の世界史的意義:「 決済」の視点か ら」(課 題番号:20330075)の 成 果

の一部である。

1)山 本(1994):p.ii。 このほか,明 治財政史編纂会(1905),日 本 銀行百年史編纂委員会(1982 ,

1983),吉 野(1955),三 上(1975)を 参 照。

2)中 島 ・宿輪(2005:p.1)で は,決 済を,「 代金を支払 って取引関係を終結させること」 と定義

している。

3)本 稿 では,「 前近代」 という用語を,単 に時期的に近代 より前の時代においてみられた という

意味で使用 してお り,後 進的,後 発 的といった意味は含んでいない。

4)も とより,こ うした切 り分けは絶対的なものではな く,例 えば,江 戸時代に藩札を発行 してい

た藩は,領 国内の経済取引においては藩札の使用を強制する一方,流 通範囲を領国内に限定 して

いたとされる。 しかしなが ら,と くに江戸時代後期 に農村部を含めて市場経済が浸透すると,こ

うした規制が有効に働かず,開 放的,重 層的,自 発的な通貨流通がみられたことが指摘されてい

る。作道(1961)。

5)石 井(1999;pp.1-11,2001:pp.3-13)。

6)観 見(1991:pp.3-9)は,従 来 の研究が主 として資金 フローに着 目した分析を行ない,「 間接

金融優位」の資金フロー構造を析出 しているとした うえで,従 来のアプローチには決済という分

析視角が欠 けているとして,決 済を起点として形成される金融協同組織の体系である信用機構 に

関する分析の重要性を指摘 した。そ して,日 本銀行の設立以前の日本において民間主導による自

生的な信用機構の体系が形成されつつあ り,初 期の 日本銀行の活動は民間金融市場 とのせめきあ

いとして捉えるべきであると論 じた。

7)石 井(1999):p.2。 なお,こ の論点 は,石 井(1984a:p.2)が 論 じている,幕 末維新期の外圧
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